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介護職員等処遇改善加算の注意点について
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介護職員等処遇改善加算について

令和８年度介護報酬改定により、令和８年６月から以下の変更がありました。
・対象者を介護職員のみから介護事業者に拡大
・生産性向上や協働化に取り組む事業者に対する上乗せの加算区分追加
（加算Ⅰ・Ⅱにイ・ロの区分追加）

・新たに対象となるサービスの追加
（訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅介護支援、介護予防支援）

それぞれ月額賃金改善要件、キャリアパス要件、職場環境用要件、令和８年度特例要件
等を満たすことで加算を取得することができます。
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➀月額賃金改善要件とは

月額賃金改善要件

処遇改善加算Ⅳの加算額の２分の１以上を基本給又は決まって毎月支払われる手当（以
下「基本給等」という。）の改善に充てること。また、事業所等が処遇改善加算ⅠからⅢま
でのいずれかを算定する場合にあっては、仮に処遇改善加算Ⅳを算定する場合に見込ま
れる加算額の２分の１以上を基本給等の改善に充てること。
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➁・➂・④キャリアパス要件Ⅰ～Ⅲとは
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⑤キャリアパス要件Ⅳとは

経験・技能のある介護職員のうち１人以上は、賃金改善後の賃金の見込額（処遇改善加
算を算定し実施される賃金改善の見込額を含む。）が年額４４０万円以上であること（処遇
改善加算による賃金改善以前の賃金が年額４４０万円以上である者を除く。）。ただし、以
下の場合など、例外的に当該賃金改善が困難な場合であって、合理的な説明がある場合
はこの限りではない。

・ 小規模事業所等で職種間の賃金バランスに配慮が必要な場合

・職員全体の賃金水準が低い、地域の賃金水準が低い等の理由により、
直ちに年額440万円まで賃金を引き上げることが困難な場合

・年額440万円の賃金改善を行うに当たり、規程の整備や研修・実務経験の蓄積などに
一定期間を要する場合

※令和８年度特例要件を特例要件を満たす介護サービス事業所等に限り、処遇改善計画書に
おいて令和９年３月末までに上記の賃金改善を行うことを誓約した場合は、処遇改善加算の申
請時点からキャリアパス要件Ⅳを満たしているものとして取り扱うこととする。
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⑥キャリアパス要件Ⅴとは
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⑦職場環境等要件とは
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⑧令和８年度特例要件とは

生産性向上や協働化に係る取組として（ア）から（ウ）のいずれかを行っていること。

（ア）ケアプランデータ連携システム（厚生労働省がケアプランデータ連携システムと同等
の機能とセキュリティを有するシステムとして認めたものを含む）を利用していること。

（イ）生産性向上推進体制加算Ⅰ又はⅡを算定していること。

（ウ）介護サービス事業所等が所属する法人が、社会福祉法第１２８条第１号イに規定す
る社会福祉連携推進法人に所属していること。
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令和８年６月からの追加サービスについて

【加算要件】➀又は②のいずれかを満たすこと。

➀令和８年度特例要件（ア・イいずれかの取組を行っていること）
（ア）ケアプランデータ連携システム（厚生労働省がケアプランデータ連携システムと同等の機能

とセキュリティを有するシステムとして認めたものを含む）を利用していること。

（イ）介護サービス事業所等が所属する法人が、社会福祉法第１２８条第１号イに規定する社会
福祉連携推進法人に所属していること。

②処遇改善加算Ⅳの取得に準ずる要件（ⅰ～ⅲすべて満たすこと）
ⅰ キャリアパス要件Ⅰ（任用要件・賃金体系の整備等）
ⅱ キャリアパス要件Ⅱ（研修の実施等）
ⅲ 職場環境改善要件（生産性向上は２以上、その他区分ごとに１以上）
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計画書の提出について

【加算取得の際の提出書類】
・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
・介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
・介護職員等処遇改善加算 処遇改善計画書

【提出期限】
加算適用月の前々月末日。
例：9月30日に届け出た場合、11月より加算適用。

※前年度と同じ加算区分を継続して算定する場合でも、加算に係る計画書を毎年度提出す
る必要があります（原則、２月末提出期限ですが、様式の変更等により提出期限がずれる場合
があります）

※前年度と同じ加算区分を継続して算定する場合、届出書と体制等状況一覧表の提出は不要
です。
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計画書の変更について

計画内容に変更が生じた場合、「変更に係る届出書」を届出してください。

【提出書類】
・変更に係る届出書
・介護職員等処遇改善加算 処遇改善計画書（以下の①～⑤の場合のみ）

【提出期限】
居宅系サービス：加算算定開始月の前月15日まで
施設系サービス：加算算定開始月の1日まで

【提出が必要な場合】
① 会社法の規定による吸収合併、新設合併等により、処遇改善計画書の作成単位が変更となる場合
② 複数の介護サービス事業所等について一括して申請を行う事業者において、当該申請に関係する
介護サービス事業所等に増減（新規指定、廃止等の事由による。）があった場合
③ キャリアパス要件ⅠからⅢまでに関する適合状況に変更（算定する処遇改善加算の区分に変更が
生じる場合に限る。）があった場合
④ キャリアパス要件Ⅴ（介護福祉士等の配置要件）に関する適合状況に変更があり、算定する処遇

改善加算の区分に変更が生じる場合や喀痰吸引を必要とする利用者の割合についての要件等を満た
せ ないことにより、入居継続支援加算や日常生活継続支援加算を算定できない状況が常態化し、３
か月以上継続した場合
⑤ 算定する処遇改善加算の区分の変更を行う場合及び処遇改善加算を新規に算定する場合
⑥ 就業規則を改訂（介護職員の処遇に関する内容に限る。）した場合
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実績報告書の提出について

【提出書類】
・介護職員等処遇改善加算 実績報告書

【提出期限】
翌年度の7月末日

ただし、年度の途中で事業所を廃止された場合や介護職員処遇改善加算等の算定を終了し
た場合は、最終の加算の支払いがあった翌々月の末日までに、実績報告書を提出する必要が
あります。
報告書の提出がない場合、加算の取り消しとなる場合がありますので、ご留意ください。

※介護職員処遇改善加算等の届出手続きについては、さいたま市ＨＰに掲載しております。
「令和8年度介護職員等処遇改善加算について」
https://www.city.saitama.lg.jp/005/001/018/011/p129220.html#2-3
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介護職員処遇改善加算取得促進支援事業について

処遇改善加算取得を検討されている、もしくは、上位加算取得を目指している事業所向けに、加
算取得のための相談窓口の設置や研修会の開催を予定しております。
準備でき次第、ご案内します。
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